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モバイル検討会フォローアップ事項①
事項 総務省の対応

事業者の取組状況

NTTドコモ KDDI ソフトバンク

１．ネットワーク提供条件の同等性確保関係

（１）ウェブによるMNP手続の実
現・強引な引止めに関する
実態把握

・指導を実施（2018年6月）
・ガイドライン改正（2018年8

月）
・コールセンターの混雑状況等

の調査を実施（2018年9月）

・指導前（2006年10月）から
実施

・2019年5月から実施 ・2019年5月から実施

（２）MVNOが確保する帯域幅の
柔軟な変更の可能性に関す
る検討

・要請を実施（2018年6月） ・現時点でMVNOからの具体的
な要望なし（関連として、期間
短縮や手続の簡略化等の要
望あり）

・実現に当たっては課題あり
・MVNOからの具体的な要望に

基づき実現方法を検討

・現時点でMVNOからの具体的
な要望なし

・MVNOからの具体的な要望に
基づき協議に応じる

・期間短縮や手続の簡素化を
実施（2017年11月、2018年
8月）

（３）SIMカードの提供等に係る標
準的な期間についての実態
把握

・実態把握を実施（2018年6
月）

・ベンダからSIMカードの調達等
に約3か月を要する

・SIMカードの在庫状況に応じ
て最短1週間から最長3ヶ月
程度で提供

・ベンダからSIMカードの調達等
に約3か月を要する

（４）HLR/HSS連携機能の提供
に係るMVNOの負担額の根
拠等のMVNOへの十分な説
明

・指導を実施（2018年6月） ・提供申込みを承諾した事業
者に対し、指導前（2016年９
月）から説明を書面にて実施

・MVNOからの具体的な要望に
基づき協議に応じる

・一部MVNOと協議中

・現時点でMVNOからの具体的
な要望なし

（５）MNOの迷惑メールフィルタ
で受信拒否メールとして扱わ
れないための基準のMVNO
への提示

・指導を実施（2018年6月） ・基準の提示を2018年10月
から実施

・基準の提示を2018年7月か
ら実施

・基準の提示を2018年9月か
ら実施

（６）キャリアメールの転送サービ
スの実現可能性に関する検
討

・要請を実施（2018年6月） ・現時点でMVNOからの具体的
な要望なし

・実現に当たっては課題あり
・MVNOからの具体的な要望に

基づき実現方法を検討

・現時点でMVNOからの具体的
な要望なし

・MVNOからの具体的な要望に
基づき協議に応じる

・現時点でMVNOからの具体的
な要望なし

（７）一部事業者におけるテザリ
ングの実現時期のMVNOへ
の提示

・KDDI に 対 し て 指 導 を 実 施
（2018年6月）

・2016年夏から全MVNOへ提
供

・2018年11月から全MVNOへ
提供

・2018年4月から全MVNOへ
提供

（８）一部端末において緊急通
報時にGPS情報の提供が不
可となる事案についての要
因の究明等へのMNOの協力

・要請を実施（2018年6月） ・現時点でMVNOからの具体的
な要望なし

・MVNOからの具体的な要望に
基づき真摯に対応

・現時点でMVNOからの具体的
な要望なし

・MVNOからの具体的な要望に
基づき協議に応じる

・現時点でMVNOからの当該事
象の報告や問い合わせ等なし

・MVNOからの具体的な要望に
基づき調査に協力

・当社のネットワーク側での制
限はなし

（9）MNOからMVNOへの端末の
提供に関する協議状況の実
態把握

・電気通信市場検証会議にお
いて確認を実施し、年次レ
ポートを公表（2019年8月）

（MNOからの市場シェアの高い端末の提供が関連MVNOでないMVNOでは実現できていない）
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モバイル検討会フォローアップ事項②
１．ネットワーク提供条件の同等性確保関係

事項 総務省の対応 テレコムサービス協会MVNO委員会

（10）LINEの年齢認証に関する
機能提供が実現しない要因
に関する実態把握

・実態把握を実施※（2018年6
月）

※年齢認証主体と年齢認証に
係る情報伝達の仕組み等に
要因があると考えられる

・ MVNOユーザにおけるLINE年齢認証実現に向けて検討を実施（2018年7月～）

事項 総務省の対応
事業者の取組状況

NTTドコモ KDDI ソフトバンク

２．中古端末の国内流通促進関係

（11）下取り端末の流通・販売を
行う者に対するMNOによる当
該端末の国内市場での販売
の制限を業務改善命令の対
象とするガイドラインへの対
応

・ガイドラインを改正（2018年8
月）

・販売制限していない ・販売制限していない ・販売制限していない

（12）中古端末のSIMロック解除
を求めるガイドラインへの対
応

・ガイドラインを改正（2018年8
月）
<施行：2019年9月～>

・2019年2月20日から対応開
始

・2019年9月1日から対応開
始

・2019年8月21日から対応開
始

（13）中古端末に関する民間の
取組の後押し

・リユースモバイル関連ガイドラ
イン検討会にオブザーバとし
て参加（2018年7月～）

－ － －

（14）MNOによる盗品等に関す
る迅速かつ明確な情報公開

・指導を実施（2018年6月） ・2018年12月19日に対応 ・指導前（2012年9月）から対
応

・指導前（2010年1月）から対
応

３．利用者の自由なサービス・端末選択の促進関係

（15）利用期間拘束及び自動
更新を伴う契約について、２
年契約満了時又はそれまで
に、違約金及び25か月目の
通信料金のいずれも支払わ
ない解約の実現

・指導を実施（2018年6月）
・改 正 法 に 基 づ く省 令 改 正

（2019年9月）

・2019年3月から実施 ・2019年3月から実施 ・2019年3月から実施

（16）利用期間拘束の自動更
新の有無による提供条件の
格差の縮小の検討

・ＫＤＤＩ及びソフトバンクに対し
要請を実施（2018年6月）

・改正法に基づく省令改正（格
差を設けることを禁止）（2019
年9月）

－

・改正法の施行に向けて適合
プラン等を検討中

・ソフトバンクブランドは2019年
9月13日からワイモバイルブラ
ンドは同年10月1日から実施
予定
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モバイル検討会フォローアップ事項③
事項 総務省の対応

事業者の取組状況

NTTドコモ KDDI ソフトバンク

（17）残債免除等施策の提
供条件に関する利用者
への説明の徹底を求め
るガイドラインへの対応

・ガイドラインを改正（2018年8
月、2019年9月）

・2019年６月１日から残債免除
施策による販売方法を導入

・再加入条件なし

・ガイドライン改正を踏まえ対応
・2019年1月から再加入条件を

撤廃

・社内へ再周知を行い、説明
の徹底を図っている

・2018年11月から再加入条
件を撤廃

・2019年9月12日をもって既
存プログラムは終了予定

（18）過去の利用実績等に
基づき利用金額が適正
となる料金プランの例の
案内

・指導を実施25（2018年6月） ・2018年5月から利用実態に
基づく適切な料金プランの案
内については、全国のショップ
にて「料金相談フェア」を実施

・2018年9月からコーポレートサ
イト上において利用実態に応じ
たおすすめプランの案内を実
施

・2018年1月から、全国のドコモ
ショップにて、「ドコモスマホ教
室」を実施する等、理解促進に
努めている

・2019年4月15日から、利用実
態に合わせて適切な料金プラ
ンを選択できる料金シミュレー
ションを提供

・「ピタットプラン」、「フラットプラン」
を2017年7月から導入

・2019年2月15日からお客様との
様々なタッチポイントにおいて新
プランを訴求するとともに、Web
において利用者が自己の利用実
績を確認後、即シミュレーションし、
プラン変更できるフローに変更

・利用実績に応じた料金プラン
の案内を2019年3月22日か
ら実施

（19）利用者のリテラシー向
上やサービスに関する理
解促進に向けた施策の
実施

・指導を実施25（2018年6月）

（同上）

・店頭での説明やHP等での案内
の強化に努める。なお、今後もお
客様のニーズや市場動向を踏ま
え、対応の是非を検討

・各 種 相 談 窓 口 に つ い て 、
2019年3月から、毎月メール
で実施している請求確定通知
を用いて告知

（20）月途中の解約時の日
割計算の実施可能性に
関する検討

・要請を実施（2018年6月） ・日割計算は公平性確保の観
点等にから実施していない

・今後もお客様のニーズや市場動
向を踏まえ、対応の是非を検討

・日割計算の実施は考えてい
ない

（21）MNOから販売店に対し
て端末代金の販売価格
や値引き額を実質的に
指示することが業務改善
命令の対象となるとする
ガイドラインへの対応

・ソフトバンクに対し指導を実
施（2018年6月）

・ガイドラインを改正（2018年8
月）

・ガイドラインの遵守を要請
（2019年6月、9月）

・ガイドライン改正を踏まえ対応
・社内及び全販売代理店に対

して周知・指導を実施(2019年
6月20日）

・ガイドライン改正を踏まえ対応
・全代理店に対して、全国の営業

部門から個別に周知（2019年7
月12日）

・2018年6月の行政指導を真
摯に受け止め、ご報告した再
発防止策に基づき、対応を実
施

（22）MNOから販売店に対し
てキャッシュバック等の
実質的指示を行うことは
端末購入補助に該当す
ることを明示するガイドラ
インへの対応

（同上） （同上） （同上） （同上）

（23）MVNOの音声通話付き
サービスの初期契約解
除制度の対象化

・省令を改正（2018年7月）
・ガイドラインを改正（2018年9

月）
－ － －
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モバイル検討会フォローアップ事項④
事項 総務省の対応 テレコムサービス協会MVNO委員会

（24）MVNOやその業界団体に
おけるサービス内容のわかり
やすい周知

－
・ MVNOサービスの利用に当たってのチェックポイントを改定し、公表・周知（2018年6月～）
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各事業者のSIMロック解除の実施状況 8

NTTドコモ KDDI ソフトバンク（Y!mobileも同条件）

契約者が自社で
購入した端末

契約者以外が自社で
購入した端末（中古端末）

契約者が自社で
購入した端末

契約者以外が自社で
購入した端末（中古端末）

契約者が自社で
購入した端末

契約者以外が自社で
購入した端末（中古端末）

１ 解除可能な主体
○ 契約中の契約者本人
○ 解約後の契約者本人

○ 制限なし ○ 契約中の契約者
本人

○ 制限なし ○ 契約中の契約者
本人

○ 制限なし

２ 解除方法

店舗

○ 解除可（2011年4月1日以降発売の一部端末及び
2015年５月１日以降発売の端末に限る。）

○ 手数料3,000（税抜）円/台

○ 一度に２台まで（１日の受付回数の制限なし）
○ 終日（各店舗の営業時間内）

○ 解除可（2015年
４月23日以降発売の
端末に限る。）

○ 手数料3,000円
（税抜）/台

○ 台数制限なし
○ 店舗によって受
付時間が異なる

○ 解除可（2015年４月23日
以降発売の端末に限る。）

○ 手数料3,000円（税抜）/
台

○ １日２台まで
○ 店舗によって受付時間が
異なる

○ 解除可（2011年8
月17日以降発売の
一部端末及び2015
年5月1日以降発売
の端末に限る）

○ 手数料3,000円
（税抜）/台

○ 台数制限なし
○ 終日（各店舗の
営業時間内）

○ 解除可(2015年5月１日
以降発売の端末に限る。)

○ 手数料3,000円（税抜）
/台

○ 1日２台まで
○ 終日（各店舗の営業時
間内）

電話

○ 解除可（2015年5月1
日以降発売の端末かつ
契約中に限る。）

○ 手数料3,000円（税
抜）/台

○ 台数制限なし
○ 9時～21時

○ 解除不可 ○ 解除不可 ○ 解除不可

オンライ
ン

○ 解除可（2015年5月1日以降発売の端末に限る。）

○ 手数料無料
○ 台数制限なし
○ 24時間（My docomo：dアカウントが必要）

○ 解除可（2015年
４月23日以降発売の
端末に限る。）

○ 手数料無料
○ 台数制限なし
○ 9時～21時（My 
au）

○ 解除不可 ○ 解除可（2015年５
月１日以降発売の端
末に限る。）

○ 手数料無料
○ 台数制限なし
○ 9時～21時
（MySoftBank・
MyY!mobile）

○ 解除不可

（2019年９月10日時点）



各事業者のSIMロック解除の実施状況 9

NTTドコモ KDDI ソフトバンク（Y!mobileも同条件）

契約者が自社で
購入した端末

契約者以外が自社で
購入した端末（中古端末）

契約者が自社で
購入した端末

契約者以外が自社で
購入した端末（中古端末）

契約者が自社で
購入した端末

契約者以外が自社で
購入した端末（中古端末）

３ 解除条件

日数制限

○ 分割払いの場合
・ 購入から100日以上
経過していること
（101日目から解除可
能）

・ 前回SIMロック解除
受付日から100日以上
経過している場合、
解除可能（101日目か
ら解除可能）

○ 分割払いの場合
・ 購入から100日以上
経過していること
（101日目から解除可
能）

○ 分割払いの場合
・ 購入から100日以上
経過していること
（101日目から解除可
能）

・ 前回SIMロック解除
受付日から100日以上
経過している場合、
解除可能（101日目か
ら解除可能）

○ 分割払いの場合
・ 購入から100日以上
経過していること
（101日目から解除可
能）

○ 分割払いの場合
・ 購入から100日以上
経過していること
（101日目から解除可
能）

・ 前回SIMロック解除
受付日から100日以上
経過している場合、
解除可能（101日目か
ら解除可能）

○ 分割払いの場合
・ 購入から101日以上
経過していること（101
日目から解除可能）

○ 一括払いの場合
・ 支払いが確認でき次第、解除可能

※ 分割支払い金を一括精算した場合も同様

○ 一括払いの場合
・ 支払いが確認でき次第、解除可能（端末購入
サポート等が適用されている場合は、100日以上
経過していること。）
※ 分割支払い金を一括精算した場合も同様

○ 一括払いの場合
・ 支払いが確認でき次第、解除可能（端末購入サ
ポート等が適用されている場合は、100日以上経過
していること。）
※ 分割支払い金を一括精算した場合も同様

その他
○ ネットワーク制限等がかかっていないこと
○ SIMロック解除機能の搭載端末であること

○ ネットワーク制限等がかかっていないこと
○ SIMロック解除機能の搭載端末であること

○ ネットワーク制限等がかかっていないこと
○ SIMロック解除機能の搭載端末であること

４
SIMロック解除開始時
期

○ 2011年４月１日開始 ○ 2019年２月20日開始
○ 2015年5月１日開始

（実運用は、2015年4月
23日から180日経過後）

○ 2019年9月1日開始 ○ 2015年11月25日開始 ○ 2019年8月21日開始

５ 対応機種

○①発売したスマートフォンの全機種数 ②うちSIM
ロックのかかっている機種数 ③うちSIMロック解
除対応機種数

＜2017年＞
①20機種 ②20機種 ③20機種
＜2018年＞
①24機種 ②24機種 ③24機種
＜2019年（８月末まで）＞
①10機種 ②10機種 ③10機種

○①発売したスマートフォンの全機種数 ②うちSIM
ロックのかかっている機種数 ③うちSIMロック解
除対応機種数

＜2017年＞
①18機種 ②18機種 ③18機種
＜2018年＞
①16機種 ②16機種 ③16機種
＜2019年（８月末まで）＞
①9機種 ②9機種 ③9機種

○①発売したスマートフォンスマートフォンの全機種
数 ②うちSIMロックのかかっている機種数
③うちSIMロック解除対応機種数

＜2017年＞
①21機種 ②17機種 ③17機種
＜2018年＞
①25機種 ②19機種 ③19機種
＜2019年（８月末まで）＞
①7機種 ②6機種 ③6機種

※ソフトバンクとY!mobileの機種の合算

６
ＭＶＮＯでのSIMロック
端末の利用

可能 可能（2017年８月１日以降発売の端末に限る。） 可能（2017年８月１日以降発売の端末に限る。）

（2019年９月10日時点）





各事業者のMNP手続の受付状況 11

ＮＴＴドコモ KDDI ソフトバンク

（１）店頭受付状況

受付時間帯
終日

※各店舗の営業時間内

店舗によって受付時間が異なる 終日

※各店舗の営業時間内

手数料

2,000円（税抜）

※端末購入を伴わない新規契約後、90日以内に
MNPを利用した解約を行う場合は5,000円（税
抜）

3,000円（税抜） 3,000円（税抜）

※新規での端末購入を伴わない契約、スマート
一括契約、みまもりケータイの契約の後、90日
以内にMNPを利用した解約を行う場合は5,000
円 （税抜）

※2019年9月13日に見直し予定

開始年月日 2006年10月24日 2006年10月24日 2006年10月24日

（２）電話受付状況

受付時間帯 9時～20時 9時～20時 9時～20時

手数料

2,000円（税抜）

※端末購入を伴わない新規契約後、90日以内に
MNPを利用した解約を行う場合は5,000円 （税
抜）

3,000円（税抜）

※ナンバーシェアサービス（１の電話番号を用
いて２の端末で発着信できる付加サービス）
の副回線用電話番号のMNPの場合は6,000円
(税抜)

3,000円（税抜）

※新規での端末購入を伴わない契約、スマート
一括契約、みまもりケータイの契約の後、90日
以内にMNPを利用した解約を行う場合は5,000
円 （税抜）

※2019年9月13日に見直し予定

開始年月日 2006年10月24日 2006年10月24日 2006年10月24日

（３）ウェブ受付状況

受付時間帯 9時～21時30分 9時～20時 9時～20時

手数料

2,000円（税抜）

※端末購入を伴わない新規契約後、90日以内に
MNPを利用した解約を行う場合は5,000円（税
抜）

3,000円（税抜） 3,000円（税抜）

※新規での端末購入を伴わない契約、スマート
一括契約、みまもりケータイの契約の後、90日
以内にMNPを利用した解約を行う場合は5,000
円 （税抜）

※2019年9月13日に見直し予定

開始年月日 2006年10月24日 2019年5月30日 2019年5月28日

（注）KDDIのナンバーシェアサービスのMNP手続は電話受付のみ
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中間報告書の指摘

第５章 事業者間の競争条件に関する事項

６．第二種指定電気通信設備制度の全国BWA事業者への適用

（2）意見
ウ 構成員

・ IoTの登場やパートナー企業との協業が進展し、MNO・MVNOの関係が複層化し、複雑化していく中で、現在のビジネスだ
けでなく、他のビジネスでも極めて大きな交渉上の優位性を獲得するという状況も将来的には考えることが必要である。こ
れは、独禁法の体系では、事後規制的に注目をしているものである。

・ 複数のネットワークを１端末で利用することが当然となる時代において、端末設備数のカウント方法について共通理解を
得るようルールを明確にすべき。端末設備そのものというよりは、ネットワークへの接続の回線数等を正確にカウントし、そ
の交渉力について精査できる枠組みが必要ではないか。

・ 二種指定について長く検討してきたが、過剰規制にならないよう整理した今般の方法であれば指定可能。ただし、4Gの制
度であって、5Gでは限界が出てくる。

（3）対応の方向性
なお、今後5Gの導入等により、さらに様々な形態の事業者間連携が登場することも想定される中で、それに伴う多様な交渉上

の優位性の発現が想定される。そのような環境の変化も踏まえつつ、事業者間連携が行われる場合における交渉上の優位性な
ど、二種指定制度に関し、事業者間連携等を踏まえた規律の在り方について、第７章に記載のとおり、将来的な課題として引き
続き検討を行うこととすることが適当である。
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中間報告書の指摘

第７章 将来的な課題についての検討

（2）意見

① 5G関係
ウ 構成員

・ 5GやIoTの世界になると、先行きのコントロールは難しく、イノベーションの活性化のためには、過剰規制にならないような
配慮が精一杯と思われる。IoTや5Gについては、今のルールを適用できない領域があるとして、何のルールもない状況もお
かしいので、そこにふさわしいルールは何なのかを改めて考える必要がある。

・ 非常に変化が著しいと、マーケットも大きく動いているというのが我々の対象にしている事柄。マーケットと相談しながら
ルールをつくっていく姿勢が大事。臨機応変に、その時代にふさわしいルールがどうあるべきかを今後もご議論いただきた
い。その場をどう設定するのかも今後話題になってくるかと思う。

・ 5Gが本格的になったときには、L2接続か、10Mbps当たりの接続料か、低遅延性を生すためエッジサーバでつなぐなど接
続形態自体が違ってくるのではないかなどということが考えられる。また、5Gの投資を4Gの接続料で回収していいのかとい
う問題もある。5Gへの投資をどういうタイミングでどれくらい行うかは経営方針によって違ってくる。

・ 5Gはまだ標準化が完了しておらず、どのようなインターフェースかはっきりしないしないため、具体的にどういう形で実装
されるのか、まだはっきりしない。

・ IoT/M2Mの端末数や契約数は非常に多数となる可能性がある。現状は端末数のシェアにより、全てのデータ通信役務に
対して二種指定の義務がかかることとなっているが、場合によっては従来型のデータ通信役務と小容量データ通信役務を
分けた方がいいのかもしれない 。

② eSIM関係
ウ 構成員

・ ネットワークサービスは、ハードではなくソフトで提供されるものであり、端末側でSIMを差し替えればどのキャリアの電波
も受けられるため、端末数ではなく契約数でシェアを考える方が合理的であり、１枚のSIMを２台の端末に（または１台の端
末に２枚のSIMを）差す場合や、eSIMによる１時間のみの契約、4G、5Gのいずれか又は両方が使える端末の普及などを見
据え、見直しを検討した方がよいのではないか 。
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中間報告書の指摘

第７章 将来的な課題についての検討

（3）対応の方向性
モバイル市場においては、5Gの進展、eSIMの普及等、今後も様々な技術進展やそれに応じた新たなサービスの提供が見込

まれており、その中で、予想される様々な動向を見据えつつ、将来生じることが想定される課題に関し、その対応方法や詳細な
検討を行うべき時期などについて、現時点で検討しておくことが適当と考えられる。そのため、こうした課題について、中間報告
書の取りまとめ以降、議論を深めることとすることが適当である。

【5Gの進展に伴う課題例】
① 5G時代におけるMVNOによる柔軟で多様なサービス提供の実現

・ 仮想化、事業者間連携等に対応したMVNOによる適切なネットワーク利用形態の実現 等
② 5G時代に対応した二種指定制度に係る規律の見直し

・ 仮想化、事業者間連携等に対応した指定対象、指定基準、接続料算定方法等の見直し
・ 4G・5Gの並存状態に対応した両用端末のカウント方法の扱い、接続料算定方法等の整理
・ IoT/M2M向け端末数の急激な増加に対応した指定基準のあり方の整理 等

【eSIMの普及に伴う課題例】
① MVNOによるeSIMを活用した柔軟で多様なサービス提供の実現

・ 対応端末へのプロファイル提供の実現（MNOによるリモートSIMプロビジョニング基盤の開放等）
・ 超短期的なサービス等新たなサービスの提供に係る効率的なオンライン契約の実現 等

② eSIMに対応した二種指定制度に係る規律の見直し
・ 一つの端末で複数のSIMを柔軟に使い分ける形態等に対応した端末カウント方法のあり方の整理 等
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eSIMのグローバルの普及状況・見込み

※GSMAによるレポート（eSIM in China: the road ahead, 27 Feb 2019）より

＜世界のスマートフォン市場においてeSIM搭載端末が占める割合の予測＞
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主なeSIM搭載端末

メーカー OS 端末名 形状

MS Win10 Surface Pro LTE Advanced Laptop
Lenovo Win10 Yoga C630 Laptop
ASUS Win10 T103HAF Laptop
Planet Computers Android Gemini PDA 4G Smartphone
Apple iOS12.1 iPhone XS Smartphone

iOS12.1 iPhone XS Max Smartphone
iOS12.1 iPhone XR Smartphone
iOS12.1 11インチiPad Pro Tablet
iOS12.1 12.9インチiPad Pro（第3世代） Tablet
WatchOS 5.3 Apple Watch Series 4 Wearable
iOS12.1 iPad mini（第5世代） Tablet
iOS12.1 iPad Air（第3世代） Tablet

google Android Pixel 3（海外版）※技適無し Smartphone
Android Pixel 3 XL（海外版）※技適無し Smartphone

ZTE - ワンナンバーフォン ON01 Feature Phone
Huawei Android dtab Compact d-01J Tablet

- Huawei Watch 2 ※技適無し Wearable
Samsung Tizen Gear S2 ※技適無し Wearable

Tizen Gear S3 ※技適無し Wearable
Tizen Galaxy Watch ※技適無し Wearable

※ HP等の公表資料より作成
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